
①市町村が担う機能について   

○ 市町村は、平成17年4月から第一義的な児童家庭相談窓口  

となったところであり、単なる児童相談の初期窓口の役割を果  

たすだけではなく、個別ケースの援助方針を関係者と決め、実  
際に援助を行っていく役割を果たすことが求められる。すなわ  

ち、①相談・通告の受付、②受理会議（緊急受理会議）、③調  

査、④ケース検討会議、⑤市町村による援助、児童相談所への  

送致等、⑥援助内容の評価、⑦相談援助活動の終結といった、  

児童家庭相談におけるすべての過程において、市町村が第一義  

的な役割を担うことが必要である。   

○ 虐待を受けた子どもなど要保護児童の適切な保護を図るた  

めに必要な情報の交換を行うとともに、要保護児童等に対する  

支援の内容に関する協議を行う要保護児童対策地域協議会（以  

下「協議会」と略す。）の調整機関・事務局は市町村の児童福  

祉担当課や福祉事務所が担っている場合が多く、協議会として  

これらの過程に取り組むことも各市町村において検討すべき  

である。  

②都道府県との役割分担・連携について   

○ 市町村が第一義的な児童家庭相談の窓口となって約1年が   

経過した。当面は都道府県が市町村との関係で相当程度の役割  

を果たすこともやむを得ないとしても、市町村合併により平成   

18年4月1日には市町村数が1，820となり市町村規模が  

大きくなることも踏まえ、今後は、市町村のケースに対する見  
立ての力や対応力を高め、児童福祉法第27条の措置を要する  
場合や医学的・心理学的判定を要する場合など児童相談所に送  

致する場合を除き、市町村が中心となって対応するケースを増  

やしていくべきである。   

○ ただし、その際、市町村には、一時保護や立入調査、児童福  

祉施設への入所などの措置権限がないことも踏まえ、児童相談  

所が担っている機能をそのまま担うことを期待するのではな  

く、地域子育て支援サービスや母子保健事業の実施主体である  

など日常的に住民と接し、身近な機関である市町村の特性を踏  

まえ、子育て支援や虐待予防の観点を重視した取組を進めるこ  

とが想定される。   

○ その際、市町村は受容的な関わりを基本とするケースが多い  
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ものと思われるが、ケースの進展によっては、都道府県と密接  

な連携を取り、戦略的なケースワークを行う必要がある。  

（2）市町村の相談体制  

①市町村の相談窓口   

○ 市部においては、福祉事務所に設置された家庭児童相談室は、  

児童家庭相談の重要な役割を担っており、近年、新たに設置す  
る自治体が増加している。こうした市家庭児童相談室について  

は、これまでの児童家庭相談の経験を基に、市の児童家庭相談  

の中核となることが期待される。また、今後、市町村合併によ  

り一定の人口規模の市が多く誕生することに伴い、さらに設置  

が促進されることが期待される。   

○ 一方、町村部においては、法施行に対応して役場に相談窓口  

が設置されたケースが多いが、いずれにせよ「主たる相談窓口」  

が児童家庭相談を責任を持って受け止められるよう、組織、人  
材など必要な体制を各市町村で構築すべきである。   

○ なお、法施行後間もないことから、プライバシーが確保され  
安心して相談できる部屋がないなど八一ド面においても不十  

分な市町村が見られるが、今後は相談室の確保などハード面に  

おいても必要な整備を進めることが必要である。   

○ さらに、中期的には、児童福祉司任用資格相当の職員の確保  

＜実践例＞  

＊ 神奈川県相模原市は、従来、通告機関を福祉事務所として   
いたが、平成17年4月に、児童家庭相談体制の充実や、改   

正後の児童福祉法、児童虐待防止法に対応するため、新たに   
「こども家庭支援センター」を設置した。センターには、こ   

れまで保健・福祉の総合相談窓口に配置されていた家庭相談   

員を配置換えし、子どもとその家庭についての相談窓口を明   

確化した。  

＊ 福岡県水巻町では、教育委員会に「児童少年相談センター   

（ほっとステーション）」を設置し、4名の相談員体制で、   

0歳から19歳までの子どもの発達段階に応じた本人と家   
族からのあらゆる問題・相談に対応している。  

＊ 福岡県中間市は、主たる相談窓口が庁内の「明るい街づく  

・22・   



り課」（平成18年1月1日より機構改革により「子ども育  

成課」となる）であり、課に隣接する部屋（6名程度の収容  

可能）を専用の相談室（課と行き来ができるドア有り）とし  

て設置し、対応している。  

②受理会議、ケース検討会議などの休制について   

○ 受理会議やケース検討会議について、平成17年6月1日現  

在の調査では、半数程度の市町村が開催しておらず、特に町村  

では相談に関して相談担当者個人に委ね、組織的な判断や対応  

がなされていない状況が多々みられることから、各市町村、特  

に町村部において、組織的な判断や対応を行うことのできるよ  

うな体制を早急に整備する必要がある。  

③夜間一休日等の体制について   

○ 夜間・休日等の対応について、平成17年6月1日現在の調査で  

は、半数の市町村が対応しておらず、夜間・休日の対応体制の  

整備が急務である。   

○ 体制の整備に当たっては、相談件数の多寡や相談内容、自治  

体の規模、職員体制等を勘案して、複数市町村で合同して体制  

整備をするなど、それぞれの自治体に応じた体制とすべきであ  

る。   

○ なお、その際には、各自治体の住民が、その自治体の夜間・  

休日等の連絡先を把握できるよう、住民向けに周知を徹底する  

ことが必要である。  

（3）市町村の職員体制の確保・専門性の向上  

①必要な職員の確保について   

○ 平成17年6月1日時点の調査では、市町村の相談担当職員  

の7割は兼務である。また、相談担当職員の37％は一般行政  

職であり、児童福祉司は5％強、社会福祉士は2％にすぎない  

など、各市町村とも人材確保に苦心している状況である。特に  

小規模な町村では、一人の相談担当職員で他の業務と兼務しな  

がら対応している例も多く、相談窓口の人事ローテーション、  

専門性の確保が難しいとの指摘もある。   

○ 当面、市町村において現有勢力で対応せざるを得ない場合に  
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は、保健師、保育士など子どもとその家族に対する直接援助に  

ついて基礎的な素養のある者を優先的に充てるなどの工夫を  

すべきである。その際、児童家庭相談には子どもの成長発達や  

家庭背景を含めてアセスメントするなど専門的な知識や対応  

が求められることから、市町村においては、母子保健分野に一  

定程度の経験を積んだ保健師を配置することが望まれる。  

＜実践例＞  

＊ 神奈川県相模原市は、前述のとおり、平成17年4月に新た   

に「こども家庭支援センター」．を設置したが、センターには、   

これまで各機関で児童虐待対応に当たっていた職員を集約す   

る形で、専任の保健師、福祉職、保育士などの多職種の正規職   

員とともに、非常勤職員の家庭児童相談員や心理相談員を配置   

している。  

＊ 福岡県中間市は、平成元年度から専任（正規）の相談担当職   

員を1名配置。女性からの相談が比較的多いという観点から、   

女性の職員を充て対応している。さらに警察O Bを3名、嘱託   

職員としており、非行相談にも力を入れている。  

②専門性の向上、対応力の強化について   

○ 平成17年6月1日現在の調査では、4割の市町村において、  

相談担当職員が資質向上のための研修を受けておらず、少なく  

とも、こうした職員に対して研修を受講する機会を確保すべき  

である。   

○ なお、市町村において児童家庭相談を担当する職員の資質向 

上を図ることを重視し、全国社会福祉協議会が実施している  

「児童福祉司資格取得通信教育研修」の受講対象が、現行の都  

道府県・指定都市・児童相談所設置市の職員に加え、平成18  

年度から市町村の職員まで拡大されるので、こうした研修も活  

用することが重要である。   

○ また、研修を行っても市町村の担当職員がすぐに人事異動し  

てしまうという課題も指摘されており、都道府県が市町村職員  

向けに研修を行う場合には2～3年周期で研修プログラムを  

組む必要がある。   

○ 市町村職員が児童相談所で数日間、短期的な研修を行うこと  

や、児童相談所の援助方針会議への参加などに取り組む市町村  

もあり、市町村と都道府県・児童相談所との人事交流（1～2  
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年程度）が市町村の相談担当職員の人材育成に効果的と考えら   

れるため、こうした工夫を各市町村で採用すべきである。  

○ また、市町村の対応力に閲し、例えば、業務マニュアルを作   

成している市町村が現状では5割程度にとどまっており、それ   

ぞれの自治体に適した業務マニュアルの作成が必要である。  

＜実践例＞   

＊ 神奈川県横須賀市は、平成17年度から、児童家庭相談担  
当職員を1人あたり4日間、県の児童相談所へ研修させてお  

り、ケース検討会議への出席や児童福祉司との同行訪問など  

実践での児童相談所の動きについて研修している（横須賀市  

は平成18年度から児童相談所設置市）。   

＊ 神奈川県相模原市は、平成15年度から2年間の人事交流  
を実施し、市職員が児童相談所で保護所職員および相談員と  

して勤務した。また、平成17年度には、児童相談所の援助  

方針会議に市職員が1人ずつ参加し、児童相談所における組  

織的な判断について研修している。   

＊ 東京都葛飾区では児童家庭相談を担当する職員を、順次、  

児童相談所へ派遣し研修を受けさせている。研修期間は4か  

月から2年までと様々であるが、家庭訪問、面接、通告時の  

対応等を体験している。児童家庭相談の中でも特に虐待相談  

の場合、家庭状況の把握、児童との面接、リスク判断、援助  

の組み立て等において実践的な技術を要するため、児童相談  
所での研修は大いに役立っている。  

また、研修は技術の習得とともに、児童相談所の行う行政  

権限の発動（一時保護等）を伴う対応がどのような場合に可  

能であるか等、児童相談所の判断基準や機能に関してケース  

を通じて体験する事で、児童家庭相談における市町村が担う  

べき役割の確認ができている。  

○ 前述したが、市町村と児童相談所とが共通のアセスメントシ   

ートを用いるなど、アセスメントのための共通指標を用いるこ   

とも検討すべきである。  

＊ 神奈川県相模原市では、市が児童虐待として関わっている   

約400件の全てのケースについて、通常の対応とは別に、   

ケースの状況と支援の効果を確認するとともに、今後の支援   

方針を検討する定例ケース会議を半年に1回開催している  
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が、その際に共通の認識でケース検討をするためのツールと  

して、育児困難家庭のための支援評価シートを独自に作成し  

○ なお、外部人材の活用は町村では9割以上が、市部でも約8   

割が行っておらず、民間有識者の任期付き採用や、市町村児童   

福祉審議会の活用などによる外部人材の活用にも取り組むべ   

きである。  

（4）享保護児童対策地域協議会（ネットワーク）による取組  

①要保護児童対策地域協議会の設置等について   

○ 協議会の設置率は平成17年6月1日現在で5％に届かず、  

協議会又は児童虐待防止ネットワークのいずれかの設置率で  

見ても50％強であるのが現状である。   

○ 協議会又はネットワーク（以下「協議会等」と略す）を設置  

していない理由として「人材の確保が困難」とする自治体が多  

く、調整機関のコーディネータなどの人材確保や資質向上が課  

題ではある。しかしながら、複雑な要因が絡み合って発生する  

虐待などについては、多様な関係機関、関係者の情報と援助方  

針の共有化、また、それを踏まえた支援が不可欠であることか  

ら、各市町村は早急に協議会の設置を検討すべきである。その  

際、小規模な市町村においては、他の協議会との合同開催や事  

実上の共同設置を行うことも考えられる。   

○ なお、協議会やネットワークを設置した後も、具体的なケー  

スを扱っていないところが見られるが、児童相談所の協力も得  

て、事例研究会を行うなどにより参加者間でケースの取扱いに  

ついての共通認識を形成していくことが、ネットワークを機能  

させていく上で重要である。  

＜実践例＞  

＊ 三鷹市では、市の子ども家庭支援センターが中核機関となっ   

て、子どもと家庭に関するあらゆる相談に応じるほか、児童相   

談所をはじめとした地域の援助機関やサービスをネットワー   

ク（三鷹市子ども家庭支援ネットワーク）でつなぎ、市全体の   

子ども家庭支援システムを強化してきた。17年度中には、こ   

のネットワークが協議会に移行する予定である。  
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②要保護児童対策地域協議会の役割について   

○ 協議会を設置している市町村においては、代表者会議や実務  
者会議よりも、個別ケース検討会議を開催している市町村数が  

多く、個別ケース対応に協議会活動の重点が置かれている様子  

がうかがえる。協議会等が担うべき役割や、協議会等と市町村  

の相談窓口との関係については、一様に定められるものではな  

く、各市町村の実情に応じて組み立てていくべきことがもとよ  

り基本である。しかしながら、個別のケースについて地域資源  
を総動員しながら対応することが効果的であると考えられる  
ことから、市町村の相談窓口でケースを受け付けた上で、協議  

会等で受理会議（緊急受理会議を含む）、調査、援助方針の決  

定とこれを踏まえた継続的な援助など、個別ケース対応につい  

ての役割を担うという取組について各市町村で検討すべきで  

ある。   

○ 一方、児童相談所との役割分担の明確化なども課題として挙  
げられており、個別ケースを（要保護対策地域）協議会等が担  

の関係をルール化する必要がある。  う場合でも、児童相談所と   

＜実践例＞  

＊ 大阪府泉大津市の「泉大津市虐待防止ネットワーク（CA   
PlO）」では、具体的なケースに即応することに活動の主   

眼を置き、虐待の通報や相談があった場合、まず事務局（市   
児童福祉課）に情報が集められ、その後、事務局、児童相談   

所及び実務者会議座長の三者で緊急度判定会議を開催、必要   

に応じて臨時実務者会議を開催し、対応チームを編成する仕   

組みを取っている。  

③要保護児童対策地域協議会の人材について   

○ 市町村には、繰り返しになるが、児童相談の初期窓口として  

の役割を果たすとともに、個別ケースの援助方針を関係者と決  

め、実際に援助を行うという役割を有している。   

○ そのためには、個別ケースの援助方針を決めるために協議会  

の開催の事務や、個別ケースの支援の実施状況の把握等を行う  

ことが不可欠であり、調整機関のコーディネータは、こうした  

事務を担い協議会の活動の要となることが期待される。しかし  

ながら、協議会を設置している市町村のうち、常勤で配置され  

ているのは約6割にとどまり、非常勤では適時適切に協議会の  
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開催事務を行うことが困難であるため、常勤での配置が必要で  

ある。   

また、コーディネータには個別ケースの援助方針を関係者と  

決め、援助状況の把握等を行うことも求められており、その力  

量アップのためにスーパーバイザーを確保することや、専門職  

の雇用等の人材確保も、検討すべきである。  

＜実践例＞  

＊ 三鷹市子ども家庭支援ネットワーク（平成17年度中に   

（要保護児童対策地域）協議会への移行を予定）では、精神   

科医、小児科医、弁護士、臨床心理士、精神保健福祉士など   

8名の外部専門家からスーパーバイザーとして助言を受け   

ている。  

（5）子育て支援サービスの活用による総合的支援の実施  

①地域子育て支援サービス、母子保健事業などにおける予防、早期   

発見・早期対応、親子への継続的支援   

○ 市町村は新生児訪問や乳幼児健康診査などの母子保健事業  

等を通じて、全ての親子を視野に入れた予防・早期発見を行う  

ことができ、また、支援を要する家庭に対し、育児支援家庭訪  

問事業などにより家庭へ訪問することや保育サービス等を活  

用して継続的な支援を行うことができる。   

○ 具体的には、まず、次世代育成支援対策推進法に基づき、全  

ての市町村は平成17年3月中に次世代育成支援・子育て支援  

に関する市町村行動計画を作成することが義務．付けられてい  

るが、この行動計画に基づき、つどいの広場（「子育てサロン」  

「ふれあい親子サロン」なども含む）や地域子育て支援センタ  

ーなど地域の子育て支援拠点を整備する市町村も多い。つどい  

の広場は、親子が気軽に集い、スタッフとの身近な子育て相談  

なども可能であり、また、地域子育て支援センターに市町村の  

児童家庭相談体制の一端を担わせている自治体もあることか  

ら、こうした地域子育て支援拠点において、児童虐待など児童  

家庭相談の発生予防、早期発見等の役割を担うことが期待され  

る。  

＜実践例＞  

＊ 調整中  
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○ また、市町村の母子保健事業は母子健康手帳交付時や新生児   
訪問から親子と関わりがあるため、虐待の発生予防、早期発見   

と重症化予防という役割は大きい。特に、児童虐待により死亡   
に至った事例では生後4か月以下の乳児が占める割合が高い   
が、現状では新生児訪問の訪問率は20％程度に過ぎないため、   

医療機関との連携の強化、新生児訪問の活発化、乳幼児健康診   
査の未受診者把握など市町村において母子保健事業に改めて   

積極的に取り組むことが望まれる。  

○ こうした事業により気になる家庭と出会った場合には、育児   
支援家庭訪問事業が、家庭に入って個別具体的かつ継続的に支   

援することにより対象者の課題解決を目指すことから、効果的   

と考えられる。しかしながら、現状では育児支援家庭訪問事業   

に取り組む市町村は約000市町村にとどまっており、未実施   
各市町村においては育児支援家庭訪問事業の事業化を検討す   

べきである。  

○ 加えて、一時保育などの保育サービス等を活用して継続的に   

親子を見守り、支援することや、ファミリー・サポート・セン   

ター事業の紹介、さらには緊急一時保育、ショートステイ、ト   
ワイライトステイといったレスパイトサービスの提供もこう   

した家庭に対する支援として有効と考えられるので、市町村は   

児童家庭相談窓口を担う部門と協力しながら、このようなサー   

ビス提供を行うべきである。  

○ こうした育児支援家庭訪問事業や、保育サービス、レスパイ   
トサービスなどの整備を行うことにより、親子の抱える問題や   

重要度に応じた身近なサービス基盤を市町村において確保し   

ていくことは、市町村の相談への対応力を向上させることにつ   

ながるものであり、その面でも有効と考えられる。  

○ なお、民生委員・児童委員、主任児童委員についても、地域   
の親子の把握・支援という観点から、その役割が期待される。  

＊東京都目黒区では、児童虐待等の通報があった場合、児   
童相談所や子ども家庭支援センター（東京都の単独事   
業）から主任児童委員に調査の依頼がある。主任児童委   
員は、当該区域を担当する児童委員と共に実態調査や見   

守りを行い、緊急対応が必要な事例は、児童相談所が即   
対応し、継続的な支援が必要な事例については、子ども  
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家庭支援センターで関係者会議を開催し、役割分担を行   

。  

＊ 児童相談所の指導により見守りや支援については、関   

係者による月1回のモニタ リング会議で情報交換と経   
過状況などの確認を行っている。  

②市町村児童家庭相談窓口等との連携、要保護家庭の支援   

○ 地域子育て支援サービスや母子保健事業等において、気にな  

る相談があった場合や気になる親子と出会った場合には、適切  

に市町村の児童家庭相談窓口や児童相談所等につなぐエ夫が  

必要である。   

○ 特に、自治体によっては、母子保健と児童家庭福祉を担当す  

る組織が分かれている場合は、両者が同じ土俵に立てない、専  

なる（P）などとの指摘もなされていることから、  

こう した地域子育て支援サービスや母子保健事業に従事する  

機関を含めて協議会を活用してケースの見立て方や援助方針  

を共有化する等の工夫も検討すべきである。  

く7）政令市の扱い  

○ 指定都市の7割は、各「区」が設置する「子育て支援室」、 「  

家庭児童相談室」等の窓口と児童相談所が重層的に対応しており、   

効率的な児童家庭相談を進める上では、「区」を第一義的な相談   

窓口して活用することを検討すべきである。その際、児童相談所   

においても、区を支援する専門部署（区の啓発、研修、個別支援   

などを担当）を置くことも検討すべきである。  

＜実践例＞  

＊ 横浜市においては、各区の児童家庭相談の中核を担う保健師   

が、児童相談所の支援により「『不適切な養育』気づきと支援   

マニュアル」を作成している。これは、母子保健事業の中から   

「虐待探し」ではなく、養育者の抱える問題や子どもの育てに   

くさなどに、気づきと共感の姿勢で支援するためのチェックリ   

ストであり、危険性が高いと判断されたものは児童相談所が対   

応し、それ以外は区が対応することとしている。  

（8）個人情報保護との関係  
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○ 都道府県や市町村が、個々の児童家庭相談に係る各種の調査を   

進めるに当たって、個人情報保護法を盾に調査を拒否する機関や   

個人が存在するとの指摘が少なからずある。しかしながら、個人   

情報の保護に関する法律では、「児童の健全な育成の推進のため   

に特に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難で   

あるとき」（法第16条第3項第3号、第23条第1項第3号）   

は、個人情報の利用目的による制限や第三者の提供の制限から除   

外していることから、こうした場合には個人情報保護法上、許容   

されていることを、国において周知すべきである。  
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